
電力受給契約書 

 

 売渡人 群馬県（以下「甲」という。）と買受人 （以下「乙」という。）とは、群馬

県小平発電所など水力発電所６か所で発電する電力の売却について、次のとおり契約（以下

「本契約」という。）を締結する。 

 

（総則） 

第１条 甲及び乙は、本契約第２条において定める対象発電所６か所で発電する電力の売

却について、本契約書及び関係法令に定めるもののほか、仕様書及び関係図書に従い、こ

れを履行することとする。 

 

（対象発電所） 

第２条 対象発電所の名称、所在地、発生電力及び発電形式は、次のとおりとする。 

 発電所名 所在地 
最大出力

（ｷﾛﾜｯﾄ) 
発電型式 

１ 小平発電所 みどり市大間々町小平字下平 7 番地 36,200 水路式 

２ 柳原発電所 前橋市大手町三丁目 15 番 40 号 7,500 水路式 

３ 東発電所 みどり市東町座間 563 番地 20,300 ダム式 

４ 矢倉発電所 吾妻郡中之条町大字入山字矢倉 855 番地の 6 7,800 水路式 

５ 広池発電所 吾妻郡中之条町大字赤岩字広池 991 番地 4,200 水路式 

6 関根発電所 前橋市関根町字堰下 912 番地の 2 7,800 水路式 

 

（受給場所、電圧及び力率） 

第３条 対象発電所の電力の受給場所、電圧及び力率は、次のとおりとする。 

 
受給場所 

標準電圧 

（ﾎﾞﾙﾄ) 

定格力率 

（ﾊﾟｰｾﾝﾄ) 

１ 小平発電所 みどり市大間々町小平字下平地内 66,000 95 

２ 柳原発電所 前橋市大手町三丁目地内 66,000 90 

３ 東発電所 みどり市東町座間地内 66,000 95 

４ 矢倉発電所 吾妻郡中之条町大字入山字矢倉地内 66,000 95 

５ 広池発電所 吾妻郡中之条町大字赤岩字広池地内 66,000 95 

6 関根発電所 前橋市関根町字堰下地内 66,000 90 

 

（電気方式及び周波数） 

第４条 電気方式は交流三相３線式とし、周波数は５０ヘルツとする。 

 



（送電時間） 

第５条 甲は、毎日２４時間送電するものとする。ただし、対象発電所の点検等を要する場

合は、あらかじめ甲及び乙で協議のうえで送電の全部又は一部を休止することができる

ものとする。 

２ 甲は前項に定めるもののほか、保安上やむを得ない場合は乙に協議をすることなく送

電の全部又は一部を停止することができるものとする。この場合は、甲は乙にその旨を直

ちに通知するとともに、可能な限り早急に復旧するよう努めるものとする。 

 

（電力売却及び供給上の協力） 

第６条 対象発電所に関する発電及び供給に関するインバランス調整は、乙が実施負担す

るものとする。 

2 甲は一般送配電事業者の託送供給等約款における発電者に関する事項を遵守するもの

とする。 

 

（電力売却期間） 

第７条 令和８年４月１日０時から令和９年３月３１日２４時までとする。 

 

（目標売却電力量） 

第８条 甲から乙に売却する目標電力量は、次のとおりとする。ただし、気象等により売却

電力量が増減するため、これを保証するものではない。 

令和８年度：２００,１８７,０００kWh 

２ 前項に規定する目標売却電力量と実際の売却電力量に増減が生じた場合においても、

乙はその全量を買い受けるものとする。 

 

（売却電力量の計量） 

第９条 毎月の売却電力量は、計量法（平成４年法律第 51 号）の規定に従った取引用電力

量計及びその他計量に必要な付属装置及び区分装置（以下「電力量計」という。）により

計量するものとする。 

２ 電力量計の検針は、原則として一般送配電事業者により毎月末日２４時に行われる検

針結果に従うものとし、乙は一般送配電事業者から通知された計量値を速やかに甲に通

知するものとする。 

３ 計量の期間は毎月１日０時から同月末日の２４時までとする。 

４ 電力量計の故障等により電力量を正しく計量できない場合には、この故障期間の供給

電力量について、その都度甲及び乙は協議のうえ決定する。 

５ 法令等により一般送配電事業者所有の電力量計を交換する場合、または、甲の事情によ

り電力量計の取付け位置を変更する場合は、これに要する費用は甲が負担する。 

 



（電力量料金） 

第１０条 乙が甲に支払う毎月の電力量料金は、前条に定める方法により計量された売却

電力量に以下の電力量料金単価を乗じて得た値（１円未満切捨）に、消費税及び地方消費

税相当額（以下「消費税等相当額」という。）を加えて得た額（１円未満切捨）とする。 

電力量料金単価 

（１kWh あたり） 

円銭 

（消費税等相当額を含まない） 

 

（電力量料金の支払） 

第１１条 甲及び乙は、毎月月初に前月分の電力量料金算定上、必要な事項を互いに確認す

るものとする。 

２ 甲は、前条により算定した電力量料金を検針日の翌月１０日までに乙に請求し、乙は、

請求を受けた月の末日までに甲に支払うものとする。ただし、乙が請求書を請求期日まで

に受領できなかったときは、請求書を受領した日から２０日を経過した日を支払期日と

する。 

３ 請求期日及び支払期日が土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律

第 178 号）第３条に規定する休日並びに１２月２９日から翌年の１月３日までの日に当

たるときは、それぞれ翌営業日を期日とする。 

４ 乙は、自己の責めに帰すべき事由により、支払期日までに当該電力量料金を納付しない

場合は、支払期日の翌日以降の遅延日数につき、電力量料金に年３パーセントの割合で計

算した遅延利息を加算して、甲に支払うものとする。 

 

（非化石価値の取扱い） 

第１２条 甲が乙に売却する電力には、非化石価値取引市場での取引対象とされた固定価

格買取制度が適用されていない非化石電源の非化石価値（再エネ指定）等の付加価値を含

むものとし、その価値は乙に帰属するものとする。 

２ 非化石認定に係る申請等については、発電事業者で必要となる手続き及び費用の負担

は甲が行うこととする。 

 

（契約保証金） 

第１３条 群馬県企業局財務規程（昭和３９年企業管理規程第５号）第１３２条の１６第１

項第 3 号の規定により、契約保証金は免除とする。 

 

（容量市場の取扱い） 

第１４条 2026 年度（令和 8 年度）を実需給期間とする、甲と電力広域的運営推進機関が

締結した容量確保契約（以下「容量確保契約」という。）により甲が得る収入については、

第１０条により算定される電力量料金との精算を行わないものとする。 

２ 前項の容量確保契約により電力広域的運営推進機関から甲に課されるリクワイアメン



ト及びアセスメントに関する業務について、乙は運用及び業務への協力を行うものとす

る。 

３ 乙の責めに帰すべき事由により容量市場の計画停止及び計画外停止が発生し、甲が電

力広域的運営推進機関から経済的ペナルティを科せられた場合は、当該経済的ペナルテ

ィについて乙が負担するものとする。 

 

（系統連系受電サービス料金（発電側課金）の取扱い） 

第１５条 甲及び乙は、一般送配電事業者が定める託送供給等約款に基づき、一般送配電事

業者と甲の間で直接の契約関係として成立する、系統連系受電サービスに係る契約（以下

「系統連系受電契約」という。）について、次のとおり対応する。 

（１）乙は、一般送配電事業者を代理して、甲との間で、系統連系受電契約を締結する。 

（２）甲は、甲が新たに系統連系受電契約の締結を希望する場合、または締結済の系統連系

受電契約の内容に変更が生じる場合、乙に申し出る。 

（３）乙は、締結済の系統連系受電契約の変更の申し出を受けた場合、発電量調整供給契約 

の変更として、一般送配電事業者へ申し出る。 

（４）乙は、一般送配電事業者が甲との系統連系受電契約を解約する場合、本契約に係る発

電量調整供給契約を変更する。 

（５）甲は、系統連系受電契約の消滅後に接続された電気を一般送配電事業者が無償で受電

することについて、系統連系受電契約の締結に際し、あらかじめ承諾する。 

２ 乙は、本契約第２条において定める対象発電所に係る系統連系受電契約において、系統

連系受電サービス料金、延滞利息、及び契約超過金を甲から受領し、一般送配電事業者が

あらかじめ定める期日までの間、甲に代わり一般送配電事業者に引き渡す業務について、

甲から無償で受託する。 

３ 甲及び乙は、前項に定める業務について、次のとおり対応する。 

（１）甲は、系統連系受電サービス料金、延滞利息及び契約超過金について、その都度、乙

に支払うものとし、甲から乙への支払いは、第１０条に定める電力量料金から乙が相殺す

ることにより行なう。 

（２）乙は、甲から受領した系統連系受電サービス料金、延滞利息および契約超過金につい

て、その都度、甲に代わり一般送配電事業者へ支払う。 

（３）甲は、次に該当する場合、前項及び前２号にかかわらず、系統連系受電サービス料金、

延滞利息及び契約超過金について、一般送配電事業者が指定した金融機関を通じた払い

込み等により支払う。 

① 系統連系受電サービス料金、延滞利息及び契約超過金を合計した金額が、第１０条

に定める電力量料金を上回る場合等で、甲乙間、および乙一般送配電事業者間のそ

れぞれにおいて合意がなされた場合 

② その他託送供給等約款に基づき、甲が一般送配電事業者に自ら支払う事項に該当し

た場合 



４ 乙は、一般送配電事業者から甲に対し系統連系受電サービス料金の請求がなされた場

合、経済産業省が制定する「相対契約における発電側課金の転嫁に関する指針」に従い、

甲に対して、本契約第２条において定める対象発電所に係る系統連系受電サービス料金

相当額を支払う。 

  なお、系統連系受電サービス料金相当額は、系統連系受電サービス料金のうち、一般送

配電事業者が乙に対し通知した額とし、消費税等相当額を含むものとする。 

 

（託送供給等の契約） 

第１６条 乙は、一般送配電事業者が定めた託送供給等約款に基づく契約が必要となる場

合は、乙と一般送配電事業者との間で託送供給契約を滞りなく締結するものとする。 

２ 甲は、乙が指定する発電バランシンググループに所属するものとするが、電力広域的運

営推進機関への発電計画等の提出や計画値同時同量に関するインバランス調整及び費用

の負担は、乙の責任において行うものとする 

 

（記録） 

第１７条 甲及び乙は、電力量に関する記録を行い、それぞれの要求によりその写しを相手

方に送付するものとする。 

 

（運用申合書） 

第１８条 甲から乙へ通知する発電計画を含む電力の売却に関する運用については、仕様

書等で定めのない事項について甲乙協議のうえ定めるものとし、別に運用申合書を作成

することとする。 

 

（契約の有効期間） 

第１９条 本契約の有効期間は、本契約の契約締結日から本契約に係る債務の履行が完了

する日までとする。 

 

（甲の契約解除） 

第２０条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当する場合には、乙に対し相当な期間を定め

て、債務履行の催告を行い、その期間内に履行がないときには、この契約を解除すること

ができる。 

（１）契約の履行期限内又は履行期限後相当の期間内に契約を履行する見込みがないとき。 

（２）契約の履行に着手すべき時期を過ぎても着手しないとき。 

（３）契約の履行について不正の行為があったとき。 

（４）乙が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。以下 

「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又

は役員等（乙が個人である場合にはその者を、乙が法人である場合にはその役員又はその



支店若しくは常時業務等の契約を締結する事務所の代表者をいう。）が暴力団対策法第２

条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）若しくは暴力団員と社会的に

非難されるべき関係を有している者（以下「暴力団員等」という。）であることが判明し

たとき。 

（５）その他本契約書の条項に違反したとき。 

２ 甲は、前項の規定により契約を解除したとき（前項第１号又は第２号に該当する場合に

あっては、乙の責めに帰すべき事由がある場合に限る。）は、乙に対し違約金として、第

１０条に規定する電力量料金単価に第８条に規定する目標売却電力量を乗じ、当該金額

に１００分の１１０を乗じて得た金額の１００分の１０に相当する額の支払いを求める

ことができる。 

３ 甲は第１項の規定により本契約を解除したときは、乙に損害が生じてもその責を負わな

いものとする。 

 

（甲の催告によらない解除権） 

第２１条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当したと認めたときは契約を解除すること

ができる。この場合において、解除により乙に損害が生じても、甲はその賠償責任を負わ

ない。 

（１）本契約に関し、乙が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法

律第 54 号。以下「独占禁止法」という。）第３条又は第８条第１号に違反したことによ

り、公正取引委員会が乙に対して行う独占禁止法第７条又は第８条の２の規定に基づく

排除措置命令（排除措置命令がなされなかった場合は、独占禁止法第７条の２第１項の規

定に基づく課徴金納付命令）又は独占禁止法第 85 条第１号の規定による抗告訴訟につい

て請求棄却又は訴え却下の判決が確定したとき。 

（２）本契約に関し、乙（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）が刑法（明治 40

年法律第 45 号）第 96 条の６又は独占禁止法第 89 条第１項若しくは第 95 条第１項第１

号に規定する刑が確定したとき。 

２ 乙は、前項各号のいずれかに該当したときは、甲が契約を解除するか否かにかかわらず、

甲の請求に基づき第１０条に規定する電力量料金単価に第８条に規定する目標供給電力

量を乗じ、当該金額に１００分の１１０を乗じて得た金額の１００分の２０に相当する

額を違約金として甲の指定する期間内に支払わなければならない。 

３ 乙が第１項各号に該当することにより甲に損害が生じた場合、当該損害額が前項の規

定する違約金の額を超過する場合には、甲はその超過額を併せて乙に請求することがで

きるものとする。 

 

（乙の契約解除） 

第２２条 乙は、甲がこの契約に違反し、その違反によってこの契約の履行が不可能になっ

たときは、契約を解除することができる。 



２ 乙は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、損害があるときは、その損

害の賠償を甲に請求することができる。ただし、この契約及び取引上の社会通念に照らし

て甲の責めに帰することができない事由によるものであるときは、この限りではない。 

３ 前項に規定する損害の賠償は、第１０条に規定する電力量料金単価に第８条に規定す

る目標売却電力量を乗じ、当該金額に１００分の１１０を乗じて得た金額の１００分の

１０に相当する額を上限とする。 

 

（違約金等の遅延利息） 

第２３条 乙が、第２０条第２項並びに第２１条第２項及び第３項に規定する金額を甲の

指定する期間内に支払わないときは、乙は、当該期間を経過した日から支払いをする日ま

での日数に応じ、年３パーセントの割合で計算した額の遅延利息を加算して甲に支払わ

なければならない。 

 

（暴力団等による不当介入があった場合の届出義務） 

第２４条 乙は、乙が暴力団員等から不当介入（不当要求又は納品等への妨害）を受けた場

合は、その旨について、遅滞なく甲への報告及び警察への届出を行わなければならない。 

 

（守秘義務） 

第２５条 甲及び乙は、本契約の履行に当たって知り得た相手方の秘密を第三者に漏らし、

又は他の目的に利用してはならない。本契約の有効期間終了後又は本契約解除後におい

ても同様とする。ただし、本県が決算報告等のため、電力量や収入等を開示するなど地方

公営企業として運営上必要がある場合や法令等により開示が義務づけられている場合で、

所定の手続きにより開示する場合はこの限りではない。 

 

（契約の承継） 

第２６条 甲及び乙は、相手方の承認を得た場合でなければ、第三者に対し本契約に基づく

権利又は義務を譲渡してはならない。 

２ 甲又は乙が第三者と合併し、またはその事業の全部若しくは本契約に関係ある部分を第

三者に譲渡するときは、あらかじめ相手方に文書によりその旨を通知し、相手方の承認を

受けた上でなければ、本契約をその譲受者に譲渡してはならない。 

 

（所轄裁判所） 

第２７条 本契約に関する訴訟の提起又は調停の申立てについては、甲の所在地を管轄す

る裁判所に行うものとする。 

 

（その他） 

第２８条 本契約に定めのない事項又は本契約によりがたい事項が発生したときは、甲及



び乙は誠意をもって協議し、その取扱いを定める。 

 

 

本契約の締結を証するため、本書を２通作成し、甲乙双方記名押印のうえ各自その 1 通

を保有する。 

 

 

  令和 年 月 日 

 

甲 群馬県前橋市大手町一丁目 1 番 1 号 

群馬県 

群馬県企業管理者 成田 正士 

 

乙 住所 

  商号 

  代表者職氏名 


